
 １．貸 借 対 照 表

 ２．個 別 注 記 表

　ク リ タ 西 日 本 株 式 会 社

　代 表 取 締 役　 矢 島　航 太

第３８期決算公告

（自　２０２３年４月１日　至　２０２４年３月３１日）
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1,830,000 1,029,637,330
17,166,248

30,000,000
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982,137,330
　別  途  積  立  金 692,000,000

290,137,330
(354,917,792)

1,029,637,330

1,692,070,961 1,692,070,961負 債 ・ 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産
繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

敷 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

（うち当期純利益）

利 益 剰 余 金

  繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金

長 期 借 入 金

そ の 他

資 本 金

長 期 預 り 保 証 金
リ ー ス 債 務 （ 長 期 ）

役 員 株 式 給 付 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金

有 形 固 定 資 産
建 物

固 定 資 産

長 期 差 入 保 証 金

工 具 器 具 備 品

資 本 剰 余 金

貸 借 対 照 表

流 動 資 産 流 動 負 債

賞 与 引 当 金
預 り 金預 け 金

前 払 費 用

未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
前 受 金

　　（２０２４年 ３ 月 ３１ 日　現在）

資 産 の 部 負 債 の 部

契 約 資 産

現 金 ・ 預 金 買 掛 金

リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

負 債 合 計
電 話 加 入 権

未 収 入 金
立 替 金
仮 払 金

未 払 法 人 税 等

株 主 資 本

固 定 負 債

リ ー ス 債 務 （ 短 期 ）
未 払 金

純 資 産 の 部

受 取 手 形

売 掛 金

製 品 ・ 商 品
仕 掛 品

電 子 記 録 債 権



１．計算書類作成の基礎

本計算書類の会計処理に関しては、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠し、貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書の表示および開示の項目は会社計算

規則に、個別注記表は同規則第98条第2項第1号に基づいて作成しております。

2．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１）資産の評価基準及び評価方法

棚 卸 資 産 製品・商品・原材料・貯蔵品……移動平均法による原価法（貸借対照表価額

　　　　　　　　　　　　　　　は収益性の低下による簿価切下げの方法）

仕掛品……個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価

　　　　　切下げの方法）

　２）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法

② リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るもの）

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法

③ 無 形 固 定 資 産 定額法

　３）引当金の計上基準

① 賞 与 引 当 金 従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しており

ます。

② 退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額

から年金資産残高を控除した額を計上しております。

　４）収益及び費用の計上基準

① 主要な事業における主な履行義務の内容

当社は水処理に関する薬品・装置類の製品販売を行っております。

② 当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しております。

工事請負契約については、主として顧客に提供する履行義務の充足に係る進捗度を見積もり、

当該進捗度に応じて収益を認識しております。

　５）消費税及び地方消費税の会計処理方法

　税抜方式を採用しております。

3．株主資本等変動計算書に関する注記

　発行済株式総数 600 株

　当期中に行った剰余金の配当に関する事項

　　2023年6月14日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　配当金の総額 円

　　１株当たりの配当額 116,666 円

　　基準日 2023年3月31日

　　効力発生日 　2023年6月14日

　　2023年12月21日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

　　配当金の総額 円

　　１株当たりの配当額 125,000 円

　　基準日 　2023年9月30日

　　効力発生日 　2023年12月21日

　当期末後に行う剰余金の配当（基準日が当期に属するもの）に関する事項

　　2024年6月19日開催予定の定時株主総会において、次のとおり付議する予定です。

　　配当金の総額 円

　　配当の原資 利益剰余金

　　１株当たりの配当額 1,133,333 円

　　基準日 2024年3月31日

　　効力発生日 　2024年6月27日

個　　別　　注　　記　　表

70,000,000

75,000,000

680,000,000



4．収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「2．重要な会計方針に係る事項に関する

注記４）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

5．重要な後発事象に関する注記

当社は、2023年11月24日開催の取締役会において、当社と同じく栗田工業株式会社を親会社（出資比率：100%）

とするクリタ東海株式会社、クリタ北陸株式会社、クリタ明希株式会社、クリタ山陽株式会社、クリタ九州

株式会社との間で合併契約書を締結し、2024年4月1日付で合併しました。詳細は以下の通りです。

１)結合当時企業の名称及び事業の内容

　①存続会社

企業の名称　　クリタ関西株式会社

事業の内容　　大阪府・兵庫県およびその周辺地域における水処理薬品の販売及び装置の

　　　　　　　メンテナンス・サービス

　②消滅会社

企業の名称：事業の内容

(ⅰ)クリタ東海株式会社：中京地区における水処理薬品の販売及び装置のメンテナンス・サービス

(ⅱ)クリタ北陸株式会社：富山県・石川県における水処理薬品の販売及び装置のメンテナンス・サービス

(ⅲ)クリタ明希株式会社：福井県及びその周辺における水処理装置の販売およびメンテナンス・サービス

(ⅳ)クリタ山陽株式会社：岡山県・広島県における水処理薬品の販売及び装置のメンテナンス・サービス

(ⅴ)クリタ九州株式会社：九州地方における水処理薬品の販売及び装置のメンテナンス・サービス

２)企業結合日

2024年4月1日

３)企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式で、１）②に記載の５社は解散しております。

４)企業結合後の名称

クリタ西日本株式会社

５)統合を行った主な理由

　今回の合併により、西日本全体の一般水処理市場におけるCSVビジネスのさらなる拡大に向け、水処理薬品と

　メンテナンス・サービスを一体化したワンストップ営業による顧客現場との接点強化を図るとともに、

　既存販社の垣根を越えた好事例の共有・水平展開を迅速かつ効率的に実現する体制を構築します。


